
劉:P.ブ ラ ウ ン 「第 三 の 波」

P.ブ ラ ウ ン 「第 三 の 波 」

一 教育 とパ レ ン トク ラシーの イデ オ ロギ ー 一

劉 恩 慈

                    Philip Brown 
"The "Third Wave": Education and the Ideology of Parentocracy 

                   Yan Chee LAU

1.は じ め に

本 稿 はA.H.Halsey,H.Lauder,P.BrownandA.S.Wells(eds,),Education:Culture,

Economy,andSociety,OxfordUniversityPress,1997と い う リー デ ィ ン グ ズの第 四 部 に 収

録 され たP.BrownのThe'ThirdWave':EducationandtheIdeologyofParentocracyと

い う論 文 を取 り上 げ 、 そ の主 な論 点 を紹 介 す る もの であ る。 第 四 部 は政 治 、市 場 及 び学 校 の 有

効 性 と い う題 が付 け られ 、 八 本 の論 文 に よ って 構 成 され る。 ブ ラウ ンの論 文 に 入 る前 に、 まず

第 四 部 の概 要 を要 約 す る。

第 四 部 は主 と して 学 校 教 育 に市 場 競 争 原 理 を導 入 しよ うとす る動 きに対 して 議論 を行 う もの

で あ る。 こ の動 きを推 進 す る の は い わ ゆ る ニ ュ ー ラ イ トとい うイ デ オ ロギ ー で あ る。 この イ デ

オ ロギ ー は社 会 の倫 理 と秩 序 を維 持 す る た あ に強 力 な国 家 主 導 が 必 要 で あ る こ とに加 え、 個 人

の 自 由裁 量 及 び 自由 市 場 の利 点 を い か さ な けれ ば な らな い と い う こ とで あ る。 この考 え は ア メ

リカの レー ガ ン とイ ギ リス の サ ッチ ャー政 権 を 導 いて い た もので あ る。 教 育 政 策 に お い て は、

1988年 に サ ッチ ャー 政 権 が 強 行 に通 過 させ た教 育 改革 法 案 が この イ デ オ ロギ ーを最 も具体 化 し

た例 で あ る。 この教 育 改 革 法 案 は後 に詳 し く述 べ る こと にす る。

第 四 部 に お け る議 論 は戦 後 、 教 育 機 会 の均 等 化 を 図 るめ あ の政 策 が 解決 で きなか った課 題を、

自 由市 場 の メ カ ニ ズ ム に よ って改 善 で きる か否 か と い う と ころ に あ る。 教 育 機 会 の 均等 とい う

理 念 は戦 後 の民 主 社 会 の 看 板 と して掲 げ られ、 それ を実 現 す る こ とに よ って 、 個 人 の属 性 に よ

る社 会 的 不 平 等 や貧 困 な ど の 問題 を解 決 す る こ とが期 待 され て い た。 例 え ば 、 イギ リスの場合 、

コ ンプ リヘ ン シ ブ ・ス ク ー ル へ の 公立 学 校 の統 合 政 策や 教 育 行 政 の地 方 分 権 化 な どの政 策 が挙

げ られ る。 だ が、 こ う い う政 策 の恩 恵 を蒙 る は ず の労 働 者 階 級 の子 弟 は学 業 達 成 にお い て大 き

な進 展 が 見 られ ず、 む しろ、 イ ギ リス の教 育 水 準 が全 体 的 に劣 化 す る事 態 を 招 いて し ま って い

る。 果 た して教 育 水 準 が どれ ほ ど低下 して い るのか は明 らか に され て いな いが 、1979年 に労 働

党 の カ ラハ ン政 権 を 破 って 誕 生 した保 守 党 の サ ッチ ャー政 権 は こ う し た事 態 に対 処 す るた め、

教 育 機 会 の均 等 とい う理 念 を損 な い か ね な い教 育 改革 政 策 を打 ち 出 した。 詳 細 は後 の1988年 の

教 育 法 案 の説 明 に述 べ る こ と に す るが、 基 本 的 な立 場 は学 校 教 育 に市 場 原 理 を導 入 し、 多様 性
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に富んだ教育を提供するものである。つ まり、保護者が子供をどの公立学校に入学させるかと

いう選択に直面する時、教育の消費者 としての保護者に対 してより多 くの自由裁量権を与える

ことによって教育の供給と成果が改善 されるという考えである。教育の運営は政府の官僚では

なく、教育の関係者である学校側と保護者に委ねられるべきである。保護者に選択権利を増や

すことは子供の教育に対する関心を高あることにつながる。学校側は学生の誘致に刺激され、

よりよい教育を行 うモチベーションを湧き出させることもできる。従 って、教育の市場化は教

育達成を改善することができ、ニューライ トによれば、市場原理の導入は教育機会の均等を促

進するために大いに貢献できるという。むろん、ここでは、機会均等に対 して異なる理解を持っ

ているのは言 うまで もない。

学校教育の改善は学校管理を変えることによって図られる。今まで、公立学校は政府の官僚

制的な管轄のもとに置かれ、学校の運営に支障を起こすと考えられてきた。学校に目標設定や

人事雇用や学生の誘致などの権限を与えれば、学校の管理者と教師の積極性と自主性を発揮 さ

せることができる。学生誘致をめぐる学校間の競争が存在すれば、学校教育の全体的な水準が

上がると考え られる。 しかし、以上の考えは入学者の階級的な差異 という要素を無視 したと批

判されている。教育の選択権を行使することに必要とされる物質的及 び文化的な資本を、必ず

しもすべての保護者が持つとは限らない。 この点において、中流階級の保護者は労働者階級よ

り有利に立つ ことが明白である。 また、各階級の保護者は学校を選択する際、考慮する条件が

異なるため、学校教育の市場化は学校入学者の両極化を招きかねない。たとえば、労働者階級

は学校を選択するときに、学校のレベルだけでなく、子供の送 り迎えなどの生活様式と密着 し

た諸条件を同時に考慮するのである。さまざまな条件の中にどれを最優先するのか、階級によっ

て大きく異なるのである。第四部の各論文は教育の市場化が学校教育を改善する万能薬ではな

いという見解に一致 しているといえる。

2.1988年 の教育改革法案

ブラウンの論文は明白に述べていないが、1988年 のイギ リスの教育改革法案をもとにかかれ

たと考えられる。 ブラウンの論点を明白に理解するには、まず、 この教育改革法案を簡潔に説

明 しておかなければならない。この法案が注目を集めたのは以下 の二点にあると考える。ひと

つは、政治的なレベルから言えば、この法案は保守党のサッチャー政権が地方教育行政を制覇

する労働党の勢力を一一掃する作戦の一環である(森 嶋1988)。 戦後か ら、イギ リスの教育 は地

方分権化され、学校教育の運営は各地方教育委員会(LocalEducationAuthorlty,LEA)に

任されている。特に、 ロン ドン市内の各ボーロー(Borough=学 区)の 教育 はILEA(Inner

㎞ndonEducationAuthority)に よって運営 されていた。労働党の支持者 は多 くの地方及び

ロンドンのボーローの教育委員会を支配 していた。それゆえ、保守党は新たな教育政策を実施

するには、まず、各公立学校を地方教育委員会の手から切 り放さなければな らない。 もう一点

は、この教育法案は戦後、追い求めてきた教育機会の均等 という理念をほぼ放棄 し、親の教育

選択権の尊重 と市場原理 という名のもとに以前の選抜的な教育システムに逆戻 りしているとい

うことである。
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この法案は1987年 の夏にサッチャー内閣の教育担当のK・ ベーカーによって出された。わずか

のニ ケ月の民間の意見徴集期間を設け、多 くの反対意見を押 し切って翌年にほぼ原案のままに

国会を通過 させた。 サッチャー政権のこうした強行姿勢はイギ リス国内の教育関係者か ら厳 し

い批判を浴びた。改革法案の具体的な内容は中等教育に限 って、以下の各点にまとめる(Simon

1988)。 第一、学校の財政権を直接に学校側に渡す。つ まり、校長は地方委員会を通 らずに、

直接に中央政府から資金を受け、学校の予算を立てることができる。第二、自由入学制度。今

まで、学校入学者は居住地域によって制限されていたが、新 しい法案が成立 した後、学区を越

えて希望の学校に入学することができる。また、学校の最大入学者数は1979年 のレベルまで戻

す。 これによって、教育の消費者側はより多 くの学校の選択肢が与え られ、教育の提供者側は

学生数を自由に決め、入学希望者から最 も学力の高い生徒を入学させることができる。第三、

公立学校は基本的な授業活動が無料で、課外活動などの特別な教育活動の場合は生徒か ら費用

を徴収することがで きる。 これは、政府の財政的な負担を和 らげるほか、特別な授業料が払え

る生徒だけ しか入学できない意味となる。 しだいに、学校は階級別に分かれることになる。

第四、地方教育委員会からの離脱。今まで、学校の財源は地方教育委員会から受 けるため、

学校の運営 は大 きく委員会に左右されてきた。それゆえ保守党は労働党の支配する地方教育委

員会を瓦解 させるため、学区内の公立学校を委員会の管轄か ら離脱させなければならない。離

脱を希望する学校に対 しては、中央政府から資金援助を受けることができる。 また、政府は新

たにシテ ィ・テクノロジ ・カレッジ(CTC)を 設置し、技術教育を希望する学生を誘致する。つ

まり、地方教育委員会 という以前か ら存在する地方分権の枠組みを残 しながら、それを空洞化

させ、 自然的に消滅 させる狙いがある。第五、ナショナル ・カリキュラムの設置。全国の公立

学校に宗教科目を含める九つ の基本必修科目を設置 し、共通のカ リキュラムで授業を行う。そ

れ以外の時間は各学校の自由裁量に委ねる。政府は教育選択権を親 と学校 に譲渡する一方、カ

リキュラム編成において政府の主導権を強めることになる。第六、七才、十一才、十四才及び

十六才の公立学校の生徒に対 して学業評価テストを実施する。ただし、CTC及 び私立学校の生

徒 はその限 りではない。それは市場原理に移行するとき、学校の業績を評価するための参考指

標に使われる。以上の改革法案は教育における政府の権限を軽減するのではなく、行使権力を

再編するにす ぎない。

3.パ レン トクラシーとは

ブラウンがこの論文で提示する概念がパレントクラシーである。パ レントは父兄 という意味

であるか ら、パレントクラシーは父兄主義と訳すことができる。パ レントクラシーはメリトク

ラシーと相対化 して作り出された概念であろう。つ まり、教育達成はこどもの能力 と努力とい

うよりも、親の財産と意志に大 きく依存するということである。ここで、重要なのは、 こども

は親の意志でどこまで進学できるかという教育の量的な問題ではなく、教育選抜が行われる社

会的な基盤は父兄という属性の上に築かれるということである。具体的に言えば、今までのよ

うに、教育機会を均等に分けるため、政府は教育の配分を統括することを改め、教育選択権を

親に与えることによって、子供の教育の責任を親に持たせるのである。政府は必要最小限の資
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金援助を行うことにとどめ、その後のことは親と学校に任せるとい うことである。ただし、こ

どもの教育機会が親の財産によって決められるとはいえ、必ず しも今後の教育拡大の可能性が

否定 されるという事態にはつながらず、現実はむしろ、義務教育後の教育機会が拡張 し続 ける

傾向にある。また、パ レントクラシーというイデオロギーは教育改革を望む こどもの親たちの

願望か ら生まれたのではなく、むしろ、政府の教育政策によって意図的に作 り上げられたもの

であると言える。表向きには、親に教育選択権を与えることは教育の分権化につながるように

みえるが、実際、教育課程などの分野においては、政府による統制が一層強 まることになる。

つまり、分権化は政府の権力の再編であり、その際に親たちは権力争いに利用されるひとつの

コマにすぎない。ブラウンが この論文を書いた当時のイギ リス社会はまさにこの状況に置かれ

ていた。1988年 のイギ リス教育改革法案をめ ぐる論議は中央政府を握る保守党政権と地方行政

を押さえる労働党勢力の権力争いの場であった。

ブラウンは現今のイギリス社会における教育発展が第三波の時代に突入 しようとしていると

考えた。第三波の時代は戦後、求めてきたメリトクラシーの理念をさらに進化させるものでは

なく、上述 したパ レントクラシーのイデオロギーが支配する時代である。言 うまでもなく、こ

の第三波という分析概念はA・ トフラーの著書であるr第 三波」か らヒントを得たものである。

トフラーが今までの社会発展を三段階に分けるという分析手法に習 って、 ブラウンは産業革命

後のイギリス社会における教育発展を三っの段階に分けて、各時代における教育発展の特徴を

示 した。第一破 は十九世紀後半か ら下層階級を対象とする公立の初等教育が始 まった時代であ

る。 こうした労働者のための学校教育は主に彼らの生活に役立つ基本的な読み書 きの知識を教

えることである。第二波は、第一波の属性本位の教育か ら年齢と適正 と能力 に基づ く教育へ移

行す る時期である。社会地位は個人の業績と教育達成によって決め られる。ただ し、ハルゼー

が指摘 したように、戦後のイギ リス社会は一貫してこうした業績本位に基づ くリベラルな社会

改革が行われて、一定の成果が得 られた ものの、未だに教育機会の平等 という目標が達成され

ていない。 しか も、全体的な教育水準が低下 したと言われている。 この事態 に対する反動 とし

て現れたのは、パ レントクラシーが主導的なイデオロギーである第三波の時代の幕開けである。

第三波の時代に、親の選択権の尊重や教育水準の改善や自由市場の導入などのスローガンのも

とにさまざまな教育改革が実施された。

ブラウンはこの三つ の時代の特徴を論述することによって、イギリスにおける教育の発展過

程の全容を提示する。また、パレントクラシーというイデオロギーはどうして今世紀後半のイ

ギリスにおける政策論議の中心となったのか、また、 この新 しいイデオロギーは教育 と国家 と

の関係を理解することに対 していかなる意味を持つのかという問題を考察する。

4.第 一 波

上述 したように、第一波は十九世紀後半に始まった民衆教育を特徴 としている。 しかし、 こ

の民衆教育の性格は階級間の移動を可能にするものではなく、む しろ、出身階級に留まらせ、

階級構造を固定化することに貢献するものである。教育はこどもの出身階級の生活様式に対応

しなければな らなないという考え方は支配階層の間に一般的であった。 また、教会はこうした
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考え方を支持 していた。イギリスの工業化と都市化がさらに進むことによって、新たな社会統

制の問題が現れた。特に、1870年 代からこどもの労働を規制する一連の工場法案が成立された。

それは安い労働力を失 った工業経営者に製品の市場競争力が低下する不安をもたらしただけで

なく、町に俳徊する子供たちがひとつの社会問題を起こした。 こうした子供に学校教育を与え

ることによって問題を解決 しようとする政府は教会との調整がうまく行かず、イギリスの教育

発展が非常に出遅れる結果 となった。

当時の初等教育は労働者階級の子弟に必要最小限の知識だけしか与えなかった。教育の目的

はあくまでも宗教への信仰心 と規律を高めることにある。中等教育はいわゆるジェントルマン

教育を中流階級に与えるものである。その目的は社会のエリートを再生産することにある。中

等教育 はパブリック・スクールやグラマー ・スクールにおいて行われ、教育内容はアカデ ミッ

ク志向で、将来の専門職 に進むためのものであった。また、第一一波 において、社会階級だけで

な く、性別による教育内容の分別 も見られる。

5.第 二 波

第二波の時代において、教育の配分原理 は出自という個人の属性を脱 し、年齢と適性 と能力

という個人の業績に基づ くものに変わった。すべての子供にみずか らの潜在力を最大限に引き

出すよう均等に教育機会を与え、言わば、M・ ヤングが言うようなメリトクラティックな教育

システムが この時期に築かれるのである。個人の能力に基づ くメリトクラシーは主流のイデオ

ロギーとなるが、絶対的な平等を約束するものではなく、ただ不平等がより公平に分配された

にすぎない。

第一波の時にイギ リスで見 られた階級相応の教育体制は、今世紀に入 ってから支持されな く

なり、野蛮な制度 として見受けられることもあった。特に第二次世界大戦後、急速な社会的、

経済的変化は教育の発展方向に強い影響を与えた。教育機会の平等は民主社会のシンボルとし

て見なされるようになった。子供になるべ く同等な教育環境やカ リキュラムや進学機会を与え

る上に、能力に基づいた教育選抜を行 うことが望まれる。つまり、R・ ターナーが提示 した競

争移動という理念型の社会移動の規範に近い教育システムを築 くのは戦後の教育発展の傾向で

ある。競争移動 と対立するのは庇護移動という移動規範である。 夕一ナーはイギ リスの教育シ

ステムが庇護移動型に近 く、アメリカの方が競争移動型に近似すると書いた。戦後のイギリス

の教育 システムは公立学校の総合化政策に見 られるように、庇護移動から競争移動へ移行 して

いたが、変化が遅かった。

戦後のイギ リスの教育 システムは基本的にパブリック ・スクールの私立学校、グラマー ・ス

クールの公立進学校及びセカンダリー ・モダン・スクールの公立非進学校という三つ の系統に

分かれていた。後に、公立学校はコンプ リヘンシブ ・スクールという総合学校へ統合されるよ

うになったが、競争移動型の教育体制へ移行 している中で、庇護移動型の性格が未だ色濃く残 っ

ているのはイギ リス教育の特色である。 ブラウンがここで注 目するのは、イギリスのこうした

競争移動への移行の根底にあるものは社会的な正義や共通の文化を求める動きから来るのでは

なく、イギ リスの経済的な繁栄を確保する見地から発したものだということである。それは戦
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後の産業構造の変化に対応 し、単純労働が減 り、より高度な知識や技術を持つ労働力が要請さ

れるようになったか らである。国家経済のレベルか ら見れば、教育への投資は経済繁栄を維持

していくために欠かせないことである。個人のレベルにおいては、教育は失業防止のための保

険として見なされている。よって、技術中心の社会においては、個人の社会階級 という属性は

人材の提供に何も意味を持たず、教育機会の平等は社会の経済発展に重要な役割を持つ と考え

られた。

ブラウンはさらに、年齢 と適性と能力に基づいた第二波の教育 システムは性別に自然差異が

存在するのを前提とすることを示唆 した。男性 と女性はこの自然差異によって異なる社会的な

役割が期待され、与えられた教育はまた異なっている。それゆえ、第二波における教育は階級

差別をな くそうとしているが、性別差別にはなんら関心を示 されていないと批判 されている。

イギ リスにおける教育機会の均等化を図るためには、上述 した戦後の三本柱の学校教育を コン

プリヘ ンシブ ・スクールへ一本化しなければならない。実際、六十年代か ら七十年代にかけて、

公立学校をコンプ リヘンシブ・スクールへ統合する努力がなされてきた。階級による学業達成

の格差 は根本的に解決されていないが、一部の労働者階級の生活状況と教育達成が改善された

ことはまた事実である。問題は後に、変化 している経済的な状況 と、 リベラルな改革の結果に

対する不満が増える結果 として、どうしてコンプリヘンシブ・スクールが攻撃の対象とされた

のかという理由を検討 しなければならない。

6.第 三 波

ブラウンは以上の問題に対 して次のような答えを提示 した。それは、庇護型の教育 システム

を打ち壊すために用いられたふたつの重要な理念、つまり機会均等と経済効率は、今ではかえっ

て、コンプリヘンシブ ・スクールの政策の致命傷となるということである。 このふたつの目標

は未だに達成されていないからである。七十年代の石油 ショックによる経済危機か らイギ リス

の経済は低迷 し続けていて、八十年代の初頭になって若者の失業問題がより深刻化 していった。

イギリス経済の不況の原因は教育政策の失敗に求められ、一部の雇用者 は学校教育が産業界の

人材要請に応えることができなか ったと非難 した。その中でライ トは、労働者階級に人材育成

を行 うことがかえって経済の負担につながると指摘 した。

教育において、戦後、実施 してきた業績本位のさまざまな教育政策は未だ、階級による教育

達成の格差をなくすことができていない。むしろ、 メリトクラシーという名のもとに、学業達

成における階級間の不平等を再生産することが隠されているのではないかという批判 もある。

ライ トによれば、総合教育などのりベラルな改革は労働者階級を助 けるどころか、かえって、

彼 らの利益を裏切るものである。さらに、総合教育の政策はイギ リス全体の教育水準を引き下

げを招いてしまった。公立学校の総合化政策によって進学校のグラマー ・スクールは非進学校

のセカンダリ・モダン・スクールに統合させられ、全体の教育水準が下がっただけではなく、

学生がみずから必要とする教育を受けることもできな くなった。 しか し、教育水準が下が った

という証拠は未だに現れていない。問題は教育水準がどれほど下がったかということではなく、

ライ トにとって、教育水準というのは教育課題であると同様に、彼 らの気質と関わる問題で も
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ある。教育 システムは彼 らの権威、 リーダーシップ及びエリー ト文化の再生産に重要な役割を

演 じているか らである。総合教育はまさに彼らの権益を大きく損なうものにほかならない。

ライ トはこのような情勢を変えるため、自由市場経済と個人の自由裁量権を重視するように

なった。自由市場の社会において、エリート学校の存在する空間があれば、ほかの社会集団の

ための学校 もまた共存することができる。 したがって、社会がより多様化することになる。も

し、教育においてパ レントクラシーという理念が実現されれば、皆が私立教育を受けることが

できる。ここでいう私立教育 とはそれぞれの学生の要求に見合った学校教育のことである。つ

まり、国による画∵的な教育を排除するのである。そうなれば、学校教育は地方教育委員会の

手か ら離れ、総合教育は次第に廃止 されていくのである。学校はそれぞれ独立 した会社のよう

に、教育の事業を運営 していく。 こうした皆のための私立教育を存続させるには、次のふたつ

の条件を満たさなければならないとブラウンは考えた。まず、親は必要に応 じてこどもを自由

に転校させ られること。次に、学校は顧客である学生を誘致する意欲をもつことである。学校

間の自由競争 は教育水準を押 し上げることができ、学生の誘致作戦に負けた学校は教育事業か

らの脱退を余儀な くされ ることになる。 こうした考えの一部は上述 した1988年 の教育改革法案

に実現 された。

7.第 三波の社会学的な文脈

ブラウンはふたつの質問を提示 している。ひとつは、なぜパレントクラシーのイデオロギー

は二十世紀の後半に教育論議の中心的な存在 となったのか。つ ぎに、パ レントクラシーは教育

選抜 と正当化に対 してどういう含意を持つのか。まず、最初の問題に答えるために、次の三点

を考察 しなければならない。第一点は、パレントクラシーのイデオロギーと第三波の政策の導

入が、若者の高い失業率 と経済低迷という背景の中に現れたということである。つ まり、第三

波の政策は学校教育が産業界の要請に応えられないことによってもた らされた失業問題を対処

するのである。 このような事情はイギリスだけの問題ではなく、ほかの国において見られる現

象である。中等教育に技術や職業訓練を増強することによって経済の問題を解決するのはほか

の国にも見 られる。 しか し、イギリスの場合はそれがうまく行かない。教育と産業界との関係

は選抜対総合教育、国家主導の教育対市場主義の教育という大きな政治的な論議と深 く関わっ

ているからである。 ライ トは絶えず、第二波の教育政策を批判 し、教育と社会階層 と権力との

関係をより明白にしようとしている。よって、選抜 と多様性に富んだ学校教育を望むわけであ

る。 しか し、第一波の時と同 じように、教育を社会的な属性 に基づいて行 うことは現今の社会

において到底許されないことである。それゆえ、市場原理に基づ く教育 システムは親の選択権

や卓越教育や個人の自由という名目のもとに行われる。さまざまな種類の学校が異なる社会集

団のために現れ、社会階層 と権力との関係の問題を解決 している。

第二点は、失業率の増加、経済低迷及び教育支出の増加という社会背景の中に、教育機会の

均等を達成す ることが難 しいということである。特に、1976年 に誕生 した労働党のカラハン政

権 は経済の不況で自ら推進 した総合教育政策が逆に自分の政権に大 きな負担 となった。なぜな

ら、イギリスはほかの国と違 って終始、総合教育の理念が広範に民衆の支持を得 られなかった
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か らである。その政策の最大受益者である労働者階級も総合教育の施行が今までの生活を大き

く改善することを期待 していなか った。1979年 に保守党のサ ッチャー政権が成立 した後、経済

低迷の原因が教育政策に転嫁 されていたため、保守党は戦後か ら行 ってきた リベラルな改革を

現今の社会問題の原因として確認 し、1988年 の教育改革法案にみ られるような急進的な教育改

革を強行する論拠を確立 した。

第三点は教育、学歴及び社会変遷との関係を観察 した結果に基づくものである。 コンプ リヘ

ンシブ・スクールに対する攻撃は主に中流階級か ら来たのである。第三波における教育体制は

教育機会の均等という理念を損ない、教育証書を獲得するための権力闘争を具現化 したもので

あるとみることができる。質の良い私立教育を享受することによって、高い学歴を獲得するこ

とができ、彼 らの社会的なエリー ト地位を再生産することが可能 となる。 したが って、学歴を

求める中流階級の需要が高まり、社会地位の再生産における学校の役割が重要となってくる。

しだいに、学歴のインフレが発生 し、学歴社会に向か う傾向が一層強まることになる。 こうし

た中流階級の間に学歴が生活保証に使われるような傾向は経済の不景気と増加す る失業率に対

する反応として見ることができる。失業によって社会的な下降移動を危惧する中流階級は高等

教育への投資に拍車をかける。また、職業構造の再編、つ まりリス トラは労働者だけでなく、

ホワイ ト・カラーまで波及 してくる時代 となってきた。学歴や資格を取得するのは将来の生計

に保険をかけるためと見なされる。

経済的な事情のほかに、八十年代の学校教師のス トライキ行動 は多 くの中流階級の親を危惧

させた。その結果、私立教育を求める中流階級が増えてきた。1986年 に十六歳か ら十八歳の学

生の間に約二割が私立教育を受けていた。 このような情勢の中で、ライ トが掲げた親の選択権

や卓越教育や自由経済などのスローガンは多 くの中流階級に受け入れられる結果 となった。教

育達成は親の財産や意志ではなく、こどもの能力と努力に基づかなければならないという意味

での教育機会の均等はしだいに忘れ去 られていく。中流階級は教育達成が自由競争に委ねられ

るべきであると考える。能力のある学生はしばしば経済的な理由で学業達成の機会を失うこと

が事実であるが、政府の責任は公平な教育獲得競争を守ることではなく、親の選択権を確保す

ることにあると考え られる。こういう教育 と国家との新 しい関係が、考察されなければな らな

い課題である。

8.教 育と国家の新 しい関係

パ レントクラシーは教育における国家の新たなあり方を示唆する。戦後の りベラルな政策に

おいて、国は教育が業績本位に基づいて行われることを確保 しなければならない。 このような

国からの介入は、社会が効率的に機能するために、階級や性別や人種に関わ らず、最 も適 した

人材を社会に送 り出すことに欠かせないのである。また、マルキス トにとって、国の教育 にお

ける役割は、あらか じめ決められた教育選抜の結果をあたかも公正なものであるように正当化

し、社会的不平等を再生産することにあると考えられる。それに対 して、教育のパ レントクラ

シーを支えているのは、国はすべての学生の教育経験を画一化することによって均等な教育機

会を確保することができず、国による教育事業の独占が個人の自由を侵害するという主張であ
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る。前者の主張に対 しては、すでに労働者階級の中にごく少数のこどもだけしかアカデ ミック

な教育の恩恵を受けられないことによって裏づけられた。それは労働者階級に深 く根づいた文

化的志向及び固有の能力の差異によるものである。 こうした平等主義の理想を求めることは、

卓越 した教育の水準を犠牲にすると考えられた。

また、教育機会を均等化する国の介入は教育水準の低下を招 くだけでなく、個人の自由を侵

害すると指摘された。教育 システムは自由市場のメカニズムに委ね、親の選択権利を尊重 し、

教育の提供者ではなく、教育の消費者であるこどもと親の権益を守るべきであると考えられる。

パ レントクラシーのイデオロギーは機会均等を求める教育政策を改め、政治の目標を変えると

い う意味において重要である。1988年 の教育改革法案に見 られるように、国は事実上、組織構

造やカリキュラムという教育のインフラに対してより大 きな統制を行 うことになるが、そのフ

レームワークの中に行われる教育選抜やその結果などに対する責任は軽減 される。教育選抜は

市場の力によって運営され、国は教育競争を監督する責務か ら外されることになる。一連の学

校教育の市場化政策は教育達成の責任を国から親のほうへ転嫁することになる。 こどもの教育

にどれ ぐらい投資するのかはすべて親の意志に委ね、親 はこどもの学業達成に責任を背負わな

ければならない。それによって生 じた教育達成の不平等は国の責任ではなく、親の選択、固有

の能力差、教育経験の多様化によって正当化されることになる。

9.結 び

ブ ラ ウ ン は この 論 文 の な か で 、 イ ギ リス の教 育 発展 を 三 段 階 に分 け、 各 段 階 に お け る教 育 イ

デ オ ロ ギ ー の 特 質 を 分 析 した。 トフ ラー の 「波 」 とい う分 析 手 法 に習 って 、 各 時 期 にお け る教

育 政 策 を支 え る イ デ オ ロ ギ ー の 変 化、 っ ま り エ リー ト主 義 か ら均 等 主 義 を経 て 自由 市場 主 義 へ

の 変 遷 過 程 を論 述 した。 ま た 、 この 自由市 場 主 義 を具 現 化 したパ レ ン トク ラ シ ーの 概念 を新 た

に提 示 した。 こ う したパ レ ン トク ラ シー に基 づ いた教 育 政 策 は国 家 と教 育 との新 しい関 係 を作

り 出す こ とに な る。 ブ ラウ ン は この論 文 で の議 論 を1988年 の イ ギ リス教 育 改革 法 案 を も とに し

て い るが 、 パ レン トク ラシーの イ デ オロギー はイギ リスだ けに留 ま らず、 オ ー ス トラ リアや ニ ュー

ジ ー ラ ン ドを は じめ 、 ほ か の 国 へ も波 及 す る可 能性 が あ る と指 摘 して い る。
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